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2022年6月

ボストン コンサルティング グループ

サステナブルな社会の実現に
関する消費者意識調査結果
(日本/グローバル比較)
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エリア 日本、フランス、英国、ドイツ、ロシア、米国、カナダ、ブラジル、インド、中国、オーストラリア

実施期間 日本: 2022年4月27日～4月28日
その他の国: 2021年9月20日～9月30日

対象者条件 16～69歳 男女
調査手法 インターネット調査

調査目的 日本と世界各国それぞれの消費者の気候変動問題に対する意識の違いを理解し、
気候変動戦略/施策立案の参考とする

※各国の年齢・性別・地域・収入の分布に
合わせてウエイトバック集計
• 日本は年齢・性別・収入の分布に合わせて
ウエイトバック集計

• インドは年齢・性別・地域の分布に合わせて
ウエイトバック集計

サンプルサイズ 日本 1,000人
フランス 1,050人
英国 1,061人
ドイツ 1,011人
ロシア 1,088人

米国 1,000人
カナダ 1,045人
ブラジル 1,052人
インド 1,059人
中国 1,099人
オーストラリア 1,001人

調査概要
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調査結果サマリー

調査内容2

1

本資料の内容
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調査結果サマリー

日本の消費者の環境意識は、さまざまな切り口で見て、調査対象の新興国 (インド・ブラジル・中国) や
欧米と比較して低い
• 自分の行動が気候変動に与える影響を気にする人が少ない
• 気候変動対策として消費を制限することに対して後ろ向き
• 周りの人が環境に配慮していなくても気にしない
• 気候変動対策を実施している人を評価する人も少ない

日本における気候変動対策のための行動変容に対する障害は2つ
気候変動対策にはお金や手間がかかること 何ができるかわからないこと

• については、何が気候変動対策になるのかということを、消費者に明確にコミュニケーションしていくこと
が重要

ただし、日本の消費者は気候変動対策を個人レベルで十分に実施していないことは認識している
• 個人に限らず、国や企業・組織に対しても、気候変動対策を十分に実施していないと認識している
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調査結果サマリー

調査内容2

1

本資料の内容
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日本の消費者の環境意識は低い (1/4):
日本の消費者は、自分の行動が気候変動に与える影響を気にする人が少ない
日常生活における自分の行動が気候変動に与える影響について、あなたは気にしていますか (%)

環境意識 低高
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注: 日本 n=1,000, 日本以外の合計 n=10,466 (各国1,000人以上)
出所: ボストン コンサルティング グループ サステナブルな社会の実現に関する消費者意識調査 (2022年4月実施);

ボストン コンサルティング グループ グローバル調査 "Empowering consumers in the sustainability shift" (2021年9月実施)
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日本の消費者の環境意識は低い (2/4):
日本の消費者は、気候変動対策として消費を制限することに対して後ろ向き
気候変動に与える影響を減らすために、あなたは自分の消費を制限することができますか (%)
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環境意識 低高
注: 日本 n=1,000, 日本以外の合計 n=10,466 (各国1,000人以上)
出所: ボストン コンサルティング グループ サステナブルな社会の実現に関する消費者意識調査 (2022年4月実施);

ボストン コンサルティング グループ グローバル調査 "Empowering consumers in the sustainability shift" (2021年9月実施)
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日本の消費者の環境意識は低い (3/4):
日本の消費者は、周りの人が環境に配慮していなくても気にしない
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気候変動対策としての行動を全くしていない人やほんの少ししかしていない人たちに対して、あなたはどう思いますか
「多くの人にとって行動を変えることは難しいので、理解できる」と回答した人の割合 (%)

環境意識 低高
注: 日本 n=1,000, 日本以外の合計 n=10,466 (各国1,000人以上)
出所: ボストン コンサルティング グループ サステナブルな社会の実現に関する消費者意識調査 (2022年4月実施);

ボストン コンサルティング グループ グローバル調査 "Empowering consumers in the sustainability shift" (2021年9月実施)
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日本の消費者の環境意識は低い(4/4):
日本の消費者は、気候変動対策を実施している人を評価する人も、他国と比較して少ない
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気候変動への影響を減らすために、気候変動対策として個人ができることの多くを実践している人たちに対して、あなたはどう思いますか
「立派だと思う」と回答した人の割合 (%)

注: 日本 n=1,000, 日本以外の合計 n=10,466 (各国1,000人以上)
出所: ボストン コンサルティング グループ サステナブルな社会の実現に関する消費者意識調査 (2022年4月実施);

ボストン コンサルティング グループ グローバル調査 "Empowering consumers in the sustainability shift" (2021年9月実施)
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日本における気候変動対策のための行動変容に対する障害は
気候変動対策にはお金や手間がかかること 何ができるかわからないこと

注: 日本 n=1,000, 日本以外の合計 n=10,466 (各国1,000人以上)
出所: ボストン コンサルティング グループ サステナブルな社会の実現に関する消費者意識調査 (2022年4月実施);

ボストン コンサルティング グループ グローバル調査 "Empowering consumers in the sustainability shift" (2021年9月実施)

よりお金がかかること

しばしば他に選択肢がないこと

自分が何をできるか、実のところよくわからないこと
自分の行動が気候変動に本当に影響を与えるとは
思えないこと
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自分の周りの人たちはやっていないこと
(自分だけが努力するのは嫌だ)

より手間がかかったり、不便だったりすること

家族に自分のルールを押しつけたくないこと
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行動を変えようとはしていない
(この選択肢のみ1つだけ回答可)
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日本 フランス 英国 ドイツ ロシア 米国 カナダ ブラジル インド 中国世界 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ40%以上 30%-40% 20%-30% 20%未満

気候変動問題に取り組むためにあなたが行動を変えようとするとき、最も大きな障害となることは何ですか (上位3つまで回答)
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ただし、日本の消費者は気候変動対策を個人レベルで十分に実施していないことは
認識している
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以下の団体や組織が気候変動問題のためにできることを想定すると、彼らが今環境のために取っている行動についてあなたはどう思いますか
「完全に十分である」「どちらかと言えば十分である」と回答した人の割合

NGO (非政府組織)

自国内のみで事業を展開する企業

あなたの地域の地方行政

国際機関 (G20、国連、世界銀行等)

自国政府

個人

国際的に事業を展開する大企業

国連気候変動枠組み条約締約国会議
(COP26・COP27など)

銀行

他国

日本 フランス 英国 ドイツ ロシア 米国 カナダ ブラジル インド 中国世界 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
60%以上 50%-60% 40%-50% 30-40% 30%未満

注: 日本 n=1,000, 日本以外の合計 n=10,466 (各国1,000人以上)
出所: ボストン コンサルティング グループ サステナブルな社会の実現に関する消費者意識調査 (2022年4月実施);

ボストン コンサルティング グループ グローバル調査 "Empowering consumers in the sustainability shift" (2021年9月実施)
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日本における担当者
マネージング・ディレクター & パートナー 丹羽 恵久
プロジェクトリーダー 伊原 彩乃

連絡先
マーケティング (広報担当) 直江涼子
電話: 03-6387-7000
メール: press.relations@bcg.com
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